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令和２年度 後期高齢者医療制度の実施状況 

 

１．被保険者数 

 

表１ 被保険者数の推移 

年 度 
被保険者数（年間平均値*） 

（再掲、障害認定者数） 

伸び率 

（当年度／前年度） 

平成２３年度 
６２２，９９７人 

 （１８，９７４人） 

３．４５％ 

（△７．０６％） 

平成２４年度 
６４２，７８３人 

 （１８，１４１人） 

３．１８％ 

（△４．３９％） 

平成２５年度 
６５９，４２０人 

 （１７，８７８人） 

２．５９％ 

（△１．４５％） 

平成２６年度 
６７２，１２８人 

  （１７，９９７人） 

１．９３％ 

（ ０．６７％） 

平成２７年度 
６８９，７４８人 

  （１７，４６２人） 

２．６２％ 

（△２．９７％） 

平成２８年度 
７１５，６０３人 

  （１６，５７３人） 

３．７５％ 

（△５．０９％） 

平成２９年度 
７４２，０３３人 

（１５，８１３人） 

３．６９％ 

（△４．５９％） 

平成３０年度 
７６４，４７７人 

（１５，３５９人） 

３．０２％ 

（△２．８７％） 

令和 元年度 
７８７，３６９人 

（１４，２８６人） 

２．９９％ 

（△６．９９％） 

令和 ２年度 
７９７，５１３人 

（１２，９４７人） 

１．２９％ 

（△９．３７％） 

＊3～2月の平均値 

表２ 令和２年度 月別、被保険者数                    単位：人 

 
 

３月 
 

４月 
 

５月 
 

６月 
 

７月 
 

８月 
 

９月 

合 計 795,288 796,266 796,486 796,874 797,888 798,837 799,367 

障害認定者数 13,427 13,361 13,265 13,192 13,113 12,989 12,904 

被扶養者 6,001 5,977 5,918 5,952 5,858 5,791 5,759 

 

 
 

１０月 
 

１１月 
 

１２月 
 

１月 
 

２月 
（参考） 
３月 

（平均） 
3-2月 

合 計 799,116 798,447 796,741 797,346 797,496 797,686 797,513 

障害認定者数 12,811 12,742 12,671 12,488 12,402 12,290 12,947 

被扶養者 5,673 5,608 5,559 5,376 5,267 5,136 5,728 

＊各月末現在の被保険者数で計上 
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２．医療給付費等 

 

（１）医療給付費 

表３ 令和２年度医療給付費の状況                     （円） 

項 目 給付費 
（内訳） 

一 般 現役並み所得者 

療養諸費、高額療養諸費 

（審査支払手数料を除く） 
７２６，０３３，６５１，８７２ 690,516,648,176 35,517,003,696 

 

表４ 医療給付費の推移 

年 度 
給付費 
（千円） 

伸び率 
（当年度／前年度） 

平成２３年度 ５５１，２６９，６９４ ５．４０％ 

平成２４年度 ５７３，１８９，１６８ ３．９８％ 

平成２５年度 ５９７，３５６，０６７ ４．２２％ 

平成２６年度 ６１５，６６３，３２９ ３．０６％ 

平成２７年度 ６４７，５６７，６９１ ５．１８％ 

平成２８年度 ６６６，９９０，８４９ ３．００％ 

平成２９年度 ７０１，８０８，９５３ ５．２２％ 

平成３０年度 ７２０，３３７，６００ ２．６４％ 

令和 元年度 ７５０，０７４，４８７ ４．１３％ 

令和 ２年度 ７２６，０３３，６５２ △３．２１％ 

 

表５ 一人当たり医療給付費の推移 

年 度 
一人当たり医療給付費 

（円） 
伸び率 

（当年度／前年度） 

平成２３年度 ８８４，８６８ １．８９％ 

平成２４年度 ８９１，７３０ ０．７８％ 

平成２５年度 ９０５，８８１ １．５９％ 

平成２６年度 ９１５，９９１ １．１２％ 

平成２７年度 ９３８，８４７ ２．５０％ 

平成２８年度 ９３２，０６８ △０．７２％ 

平成２９年度 ９４５，７９２ １．４７％ 

平成３０年度 ９４２，２６２ △０．３７％ 

令和 元年度 ９５２，６３４ １．１０％ 

令和 ２年度 ９１０，３７２ △４．４４％ 

（参考）料率算定時推計値 ９６７，４４２ 
(令和２年度実績値との差) 

５７，０７０ 
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（２）その他医療給付費 

表６ 葬祭費の状況 

 件 数 金 額 １件当たり 

平成２３年度実績 ３５，３６８件 １，７６８，３２５千円  

 

 

 

５０，０００円 

平成２４年度実績 ３６，２４０件 １，８１２，０００千円 

平成２５年度実績 ３６，９２６件 １，８４６，３００千円 

平成２６年度実績 ３７，５５０件 １，８７７，５００千円 

平成２７年度実績 ３７，９７２件 １，８９８，６００千円 

平成２８年度実績 ３９，０８９件 １，９５４，４５０千円 

平成２９年度実績 ４０，１９１件 ２，００９，５５０千円 

平成３０年度実績 ４１，１９２件 ２，０５９，６００千円 

令和 元年度実績 ４１，２３３件 ２，０６１，６５０千円 

令和 ２年度実績 ４２，７５８件 ２，１３７，９００千円 

 

表７ 傷病手当金の状況 

 件 数 金 額 

令和 ２年度実績 ９件 １，１９１千円 

 

（３）健康診査 

表８ 健康診査の状況 

 対象者数 受診者数 受診率 
補助金交付額 

（精算後の額） 

平成２３年度実績 598,685人 79,858人 13.34％ 330,457千円 

平成２４年度実績 610,722人 85,764人 14.04％ 439,419千円 

平成２５年度実績 626,274人 93,243人 14.89％ 479,152千円 

平成２６年度実績 
医科 612,865人 98,159人 16.02％ 592,072千円 

歯科 143,029人 935人 0.65％ 3,576千円 

平成２７年度実績 
医科 566,105人 103,734人 18.32％ 622,849千円 

歯科 280,097人 4,574人 1.63％ 15,634千円 

平成２８年度実績 
医科 579,263人 111,083人 19.18％ 682,472千円 

歯科 358,380人 5,032人 1.40％ 20,049千円 

平成２９年度実績 
医科 605,166人 120,432人 19.90％ 710,740千円 

歯科 417,834人 5,889人 1.41％ 24,672千円 

平成３０年度実績 
医科 614,327人 127,616人 20.77％ 758,215千円 

歯科 408,415人 5,788人 1.42％ 26,107千円 

令和 元年度実績 
医科 631,932人 130,785人 20.70％ 783,459千円 

歯科 422,147人 6,016人 1.43％ 30,346千円 

令和 ２年度実績 
医科 660,582人 118,498人 17.94％ 757,599千円 

歯科 375,154人 4,945人 1.32％ 27,901千円 

＊平成 23～令和２年度の対象者数は、４月１日時点の被保険者数から対象外者を除いた数値 
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（４）高齢者の保健事業と介護予防等の一体的実施 

表９ 一体的実施の状況 

 実施市町 委託金額 

令和 ２年度実績 ８市１町 １５０，１６２千円 

 

（５）人間ドック 

表 10 人間ドックの状況 

 人 数 該当市町 補助金交付額 

平成２３年度実績 ７０７人 １０市５町 １５，２９２千円 

平成２４年度実績 １，２３６人 １４市５町 ２５，７３９千円 

平成２５年度実績 １，９８７人 １７市４町 ４４，３４２千円 

平成２６年度実績 ２，３８４人 １７市５町 ５３，８４０千円 

平成２７年度実績 ２，６２０人 １７市５町 ５５，８２３千円 

平成２８年度実績 ２，９４１人 １７市５町 ６８，２０７千円 

平成２９年度実績 ３，３６７人 １７市５町 ７０，６３１千円 

平成３０年度実績 ３，６３１人 １７市５町 ７０，６３１千円 

令和 元年度実績 ３，７９０人 １７市６町 ６５，６２２千円 

令和 ２年度実績 ３，１５２人 １８市６町 ５４，６４４千円 
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３．保険料 

 

 （１） 保険料率 

表 11 保険料率の推移 

 均等割額 所得割率 

平成 22・23年度 ４３，９２４円／人 ８．２３％ 

平成 24・25年度 ４６，００３円／人 ９．１４％ 

平成 26・27年度 ４７，６０３円／人 ９．７０％ 

平成 28・29年度 ４８，２９７円／人 １０．１７％ 

平成 30・令和元年度 ４８，８５５円／人 １０．１７％ 

令和 2・3年度 ５１，３７１円／人 １０．４９％ 

     

 

（２） 令和２年度一人当たり保険料額 

表 12 一人当たり保険料額 

 
(Ａ)令和 2・3 年度 

   （料率算定時） 

(Ｂ) 令和２年度 

   （確定賦課時） 
(Ｂ)－(Ａ) 

一人当たり保険料額 

（軽減適用後） 
８５，５１７円 ８５，３０４円 △２１３円 

 

 

（３） 保険料収納状況 

表 13 保険料収納状況 

年  度 令和元年度 令和２年度 

現年分 

調定額 ６５，３６６，７４９，２１３円 ６９，４７７，９４４，４７６円 

収納額 ６５，０３９，６８４，０８５円 ６９，１９４，８８９，８９１円 

収入未済額 ３２７，０６５，１２８円 ２８３，０５４，５８５円 

収納率※ ９９．４９％ ９９．５９％ 

不納欠損額 ０円 １６，１８９円 

滞納 

繰越分 

調定額 ５６９，６４６，５１７円 ５５６，８６２，１７９円 

収納額 ２３９，３５６，６６８円 ２３１，６９５，９１６円 

収入未済額 ３３０，２８９，８４９円 ３２５，１６６，２６３円 

収納率※ ４２．０３％ ４１．６１％ 

不納欠損額 ９３，６７１，４３４円 ９１，７６２，３７５円 

※収納率：収納額／（調定額－居所不明者分調定額）×100 
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表 14 収納方法別保険料収納状況及び構成割合（現年分） 

年  度 令和元年度 令和２年度 

普通 

徴収分 

調定額 ２７，４３３，７５２，４４７円 ２８，５０３，０３９，６１７円 

（構成割合） ４１．９７％ ４１．０２％ 

収納額 ２７，１０６，６８７，３１９円 ２８，２１９，９８５，０３２円 

（構成割合） ４１．６８％ ４０．７８％ 

収納率 ９８．８０％ ９９．００％ 

特別 

徴収分 

調定額 ３７，９３２，９９６，７６６円 ４０，９７４，９０４，８５９円 

（構成割合） ５８．０３％ ５８．９８％ 

収納額 ３７，９３２，９９６，７６６円 ４０，９７４，９０４，８５９円 

（構成割合） ５８．３２％ ５９．２２％ 

収納率 １００．００％ １００．００％ 

 

 

（４） 保険料の軽減及び減免の状況 

表 15 保険料軽減対象被保険者数及び構成割合              （３月末現在） 

 ９割軽減 

※１ 

8.5 割軽減 

※２ 
５割軽減 ２割軽減 

被扶養者に
係る軽減 
※３ 

所得割軽減 

平成 23 年度 142,020人 89,880人 12,944人 41,424人 70,278人 53,145人 

（構成割合） 21.32％ 13.49％ 1.94％ 6.22％ 10.55％ 7.98％ 

平成 24 年度 146,674人 96,241人 13,533人 44,977人 69,323人 56,303人 

（構成割合） 21.32％ 13.98％ 1.96％ 6.53％ 10.07％ 8.18％ 

平成 25 年度 148,467人 100,624人 14,017人 48,030人 67,340人 58,305人 

（構成割合） 21.26％ 14.41％ 2.00％ 6.87％ 9.64％ 8.35％ 

平成 26 年度 151,593人 106,525人 42,944人 48,240人 65,856人 61,242人 

（構成割合） 21.16％ 14.87％ 5.99％ 6.73％ 9.19％ 8.55％ 

平成 27 年度 156,635人 112,957人 50,435人 58,650人 64,615人 65,868人 

（構成割合） 21.22％ 15.30％ 6.83％ 7.94％ 8.75％ 8.92％ 

平成 28 年度 158,987人 119,995人 55,571人 67,454人 63,733人 70,116人 

（構成割合） 20.72％ 15.64％ 7.24％ 8.79％ 8.30％ 9.14％ 

平成 29 年度 161,000人 127,357人 61,669人 77,507人 62,344人 74,719人 

（構成割合） 20.35％ 16.09％ 7.79％ 9.79％ 7.88％ 9.44％ 

平成 30 年度 163,067人 134,096人 69,249人 87,380人 61,352人 0人 

（構成割合） 19.99％ 16.44％ 8.49％ 10.71％ 7.52％ 0％ 

令和元年度 164,108人 140,651人 76,849人 98,390人 40,062人 0人 

（構成割合） 19.65％ 16.84％ 9.20％ 11.78％ 4.80％ 0％ 

令和２年度 163,544人 144,534人 82,525人 104,793人 39,090人 0人 

（構成割合） 19.48％ 17.21％ 9.82％ 12.48％ 4.66％ 0％ 
※１ 令和元年度は８割軽減、令和２年度は７割軽減 
※２ 令和２年度は 7.75 割軽減 
※３ 令和元年度以降は軽減を受けている被扶養者数となる。 
   （ただし、年度途中に被扶養者軽減から２割軽減となる被保険者は２割軽減欄と 

被扶養者に係る軽減数欄それぞれに 1 人ずつ計上している。） 
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表 16 条例減免                              （３月末現在） 

※端数処理の関係で減免額の合計額が合わない場合がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
災害 所得激減 低所得 収監 

東日本 

大震災 

平成 30 年 

7 月豪雨 

コロナウイルス

感染症 
合計 

平成 

２３ 

年度 

件 数 495件 202件 217件 30 件 29 件 ― ― 973件 

減免額 9,618 千円 9,677 千円 2,416 千円 814千円 1,268 千円 ― ― 23,793千円 

平成 

２４ 

年度 

件 数 494件 203件 181件 25 件 17 件 ― ― 920件 

減免額 7,327 千円 11,179千円 2,073 千円 549千円 338千円 ― ― 21,466千円 

平成 

２５ 

年度 

件 数 107件 219件 215件 34 件 1 件 ― ― 576件 

減免額 3,439 千円 11,282千円 2,476 千円 614千円 4 千円 ― ― 17,815千円 

平成 

２６ 

年度 

件 数 109件 217件 224件 34 件 5 件 ― ― 589件 

減免額 2,040 千円 12,056千円 2,801 千円 292千円 84 千円 ― ― 17,273千円 

平成 

２７ 

年度 

件数 84 件 215件 163件 34 件 5 件 ― ― 501件 

減免額 2,016 千円 12,000千円 2,005 千円 867千円 165千円 ― ― 17,053千円 

平成 

２８ 

年度 

件数 36 件 251件 178件 31 件 5 件 ― ― 501件 

減免額 2,091 千円 14,569千円 2,022 千円 804千円 171千円 ― ― 19,657千円 

平成 

２９ 

年度 

件数 41 件 310件 167件 37 件 6 件 ― ― 561件 

減免額 1,457 千円 18,218千円 1,841 千円 642千円 217千円 ― ― 22,376千円 

平成 

３０ 

年度 

件数 96 件 323件 144件 31 件 7 件 16 件 ― 617件 

減免額 2,397 千円 19,235千円 1,584 千円 443千円 332千円 304千円 ― 24,295千円 

令和 

元 

年度 

件数 95 件 408件 143件 40 件 7 件 6 件 ― 699件 

減免額 1,840 千円 22,806千円 1,554 千円 600千円 343千円 18 千円 ― 27,161千円 

令和 

２ 

年度 

件数 66 件 480件 136件 36 件 7 件 0 件 2,631 件 3,356 件 

減免額 1,659 千円 26,506千円 1,757 千円 602千円 371千円 0 円 147,154 千円 178,049 千円 
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４．その他 

 

（１）医療費通知 

表 17 医療費通知の発送状況 

 年度合計 1回目 ２回目 

平成２３年度 1,169,061 件 579,445 件(10 月送付) 589,616 件(3 月送付) 

平成２４年度 1,207,917 件 598,404 件(10 月送付) 609,513 件(3 月送付) 

平成２５年度 1,243,368 件 618,842 件(10 月送付) 624,526 件(3 月送付) 

平成２６年度 1,269,737 件 632,093 件(10 月送付) 637,644 件(3 月送付) 

平成２７年度 1,304,722 件 647,574 件(10 月送付) 657,148 件(3 月送付) 

平成２８年度 1,353,346 件 669,807 件(10 月送付) 683,539 件(3 月送付) 

平成２９年度 1,436,352 件 697,065 件(10 月送付) 739,287 件(2 月送付) 

平成３０年度 1,516,884 件 754,635 件(10 月送付) 762,249 件(2 月送付) 

令和 元年度 1,556,573 件 779,236 件(10 月送付) 777,337 件(2 月送付) 

令和 ２年度 1,578,739 件 789,842 件( 8 月送付) 788,897 件(2 月送付) 

 

 

（２）レセプト点検（２次点検の状況） 

表 18 レセプト点検の状況 

 査定件数 査 定 額 

平成２３年度実績 55,299 件 137,378 千円 

平成２４年度実績 47,988 件 110,313 千円 

平成２５年度実績 52,763 件 144,644 千円 

平成２６年度実績 66,695 件 211,310 千円 

平成２７年度実績 52,912 件 204,979 千円 

平成２８年度実績 84,946 件 235,297 千円 

平成２９年度実績 99,711 件 239,563 千円 

平成３０年度実績 86,799 件 173,731 千円 

令和 元年度実績 76,567 件 222,747 千円 

令和 ２年度実績 77,303 件 196,011 千円 
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（３）ジェネリック医薬品利用差額通知 

表 19 ジェネリック医薬品利用差額通知の発送状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １回目 ２回目 

発送月 対象者数 
自己負担 

軽減額 
発送月 対象者数 

自己負担 

軽減額 

平成２４年度実績 １１月 28,486 人 500 円以上 ２月 36,175 人 300 円以上 

平成２５年度実績 １１月 33,912 人 300 円以上 ２月 35,971 人 220 円以上 

平成２６年度実績 ６月 40,168 人 170 円以上 １１月 27,520 人 200 円以上 

平成２７年度実績 ６月 40,870 人 130 円以上 １１月 32,338 人 280 円以上 

平成２８年度実績 ６月 43,323 人 230 円以上 １１月 38,320 人 170 円以上 

平成２９年度実績 ６月 42,557 人 220 円以上 １１月 37,914 人 280 円以上 

平成３０年度実績 ６月 41,818 人 200 円以上 １１月 36,910 人 200 円以上 

令和 元年度実績 ６月 40,036 人 320 円以上 １１月 33,344 人 350 円以上 

令和 ２年度実績 ６月 38,397 人 320 円以上 １１月 30,386 人 390 円以上 
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５．令和２年度後期高齢者医療特別会計決算状況 

 

（１）令和２年度後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算（案） 

（単位：円） 

歳 入 歳 出 

款 項 収入済額 款 項 支出済額 

１ 市町支出金 146,368,131,925 １ 保険給付費 729,594,732,109 

 １ 市町負担金 146,368,131,925  １ 療養諸費 693,983,549,827 

２ 国庫支出金 259,618,117,302  ２ 高額療養諸費 33,472,091,039 

 １ 国庫負担金 197,818,498,714  ３ その他医療給付費 2,139,091,243 

 ２ 国庫補助金 61,799,618,588 ２ 特別高額医療費共同事業拠出金 376,764,594 

３ 県支出金 63,556,036,265  １ 特別高額医療費共同事業拠出金 376,764,594 

 １ 県負担金 63,556,036,265 ３ 保健事業費 1,213,061,253 

４ 支払基金交付金 303,603,623,000  １ 健康保持増進事業費 1,213,061,253 

 １ 支払基金交付金 303,603,623,000 ４ 公債費 0 

５ 特別高額医療費共同事業交付金 294,590,098  １ 公債費 0 

 １ 特別高額医療費共同事業交付金 294,590,098 ５ 諸支出金 19,443,482,407 

６ 繰入金 5,575,500,000  １ 償還金及び還付加算金 13,323,824,965 

 １ 一般会計繰入金 0  ２ 繰出金 230,344,000 

 ２ 基金繰入金 5,575,500,000  ３ 基金積立金 5,889,313,442 

７ 繰越金 19,251,064,219 ６ 予備費 0 

 １ 繰越金 19,251,064,219 １ 予備費 0 

８ 県財政安定化基金借入金 0   

 １ 県財政安定化基金借入金 0 

９ 諸収入 1,153,808,933   

 １ 延滞金、加算金及び過料 8,920,010 

 ２ 預金利子 10,740,486 

 ３ 雑入 1,134,148,437 

歳 入 合 計 799,420,871,742 歳 出 合 計 750,628,040,363 

 

 

(A) 繰越金 ４８，７９２，８３１，３７９ 

(B) 令和２年度精算額
（市町、国、県、支払基金） 

３４，３３３，２７８，４７２ 

(C)  令和２年度交付の   
特別調整交付金（保険者 
インセンティブ）の繰越 

３００，７８２，０００ 

(A)－(B)－(C) 

令和２年度決算剰余金 
１４，１５８，７７０，９０７ 
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（２） 給付費準備基金収支表 

 

（単位：円） 

収 入 支 出 

令和元年度末残高 12,397,195,312 特別会計繰入 

（保険給付費に充当） 
5,575,500,000 

給付費準備基金積立金 5,889,313,442 

合 計（Ａ） 18,286,508,754 合 計（Ｂ） 5,575,500,000 

 

令和２年度末残高（Ａ）－（Ｂ） ＝ 12,711,008,754 

※R3.3 末現在 
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（２）医療費の動向について 
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（実数）

増減 率（％） 増減 率（％）

797,713 788,700 9,013 1.1 18,067,520 17,897,901 169,619 0.9

合　計 783,853,426,632 806,927,451,393 -23,074,024,761 -2.9 合　計 164,911 169,074 -4,163 -2.5

入院 373,417,633,660 384,169,547,830 -10,751,914,170 -2.8 入院 79,068 80,866 -1,798 -2.2

入院外 227,736,689,620 235,729,930,040 -7,993,240,420 -3.4 入院外 47,261 48,686 -1,425 -2.9

歯科 31,703,666,890 32,903,243,270 -1,199,576,380 -3.6 歯科 6,214 6,440 -226 -3.5

調剤 124,878,100,940 128,182,526,280 -3,304,425,340 -2.6 調剤 26,907 27,658 -751 -2.7

食事・生活療養 18,348,239,112 19,262,124,033 -913,884,921 -4.7 食事・生活療養 4,061 4,257 -196 -4.6

訪問看護療養 7,769,096,410 6,680,079,940 1,089,016,470 16.3 訪問看護療養 1,399 1,167 232 19.8

合　計 24,641,301 25,678,779 -1,037,478 -4.0 合　計 51,503 53,850 -2,347 -4.4

入院 621,466 651,531 -30,065 -4.6 入院 1,364 1,425 -61 -4.3

入院外 12,919,815 13,503,011 -583,196 -4.3 入院外 26,921 28,262 -1,341 -4.7

歯科 2,017,826 2,203,930 -186,104 -8.4 歯科 4,187 4,580 -393 -8.6

調剤 9,008,775 9,254,808 -246,033 -2.7 調剤 18,905 19,471 -566 -2.9

食事・生活療養 578,888 623,679 -44,791 -7.2 食事・生活療養 1,260 1,349 -89 -6.6

訪問看護療養 73,419 65,499 7,920 12.1 訪問看護療養 127 112 15 13.4

合　計 37,730,545 40,524,613 -2,794,068 -6.9 合　計 78,288 83,844 -5,556 -6.6

入院 10,609,494 11,155,616 -546,122 -4.9 入院 23,729 24,942 -1,213 -4.9

入院外 22,633,084 24,592,698 -1,959,614 -8.0 入院外 45,575 49,298 -3,723 -7.6

歯科 3,807,380 4,191,753 -384,373 -9.2 歯科 7,819 8,622 -803 -9.3

調剤 11,584,188 12,119,465 -535,277 -4.4 調剤 23,871 24,988 -1,117 -4.5

食事・生活療養 26,784,191 28,122,193 -1,338,002 -4.8 食事・生活療養 59,604 62,525 -2,921 -4.6

訪問看護療養 680,587 584,546 96,041 16.4 訪問看護療養 1,164 982 182 18.5

（諸率）

増減 率（％） 増減 率（％）

合　計 982,626 1,023,111 -40,484 -4.0 合　計 912,746 944,656 -31,910 -3.4

入院 468,111 487,092 -18,982 -3.9 入院 437,627 451,820 -14,193 -3.1

入院外 285,487 298,884 -13,397 -4.5 入院外 261,581 272,019 -10,438 -3.8

歯科 39,743 41,718 -1,975 -4.7 歯科 34,393 35,980 -1,587 -4.4

調剤 156,545 162,524 -5,979 -3.7 調剤 148,925 154,531 -5,606 -3.6

食事・生活療養 23,001 24,423 -1,422 -5.8 食事・生活療養 22,475 23,788 -1,313 -5.5

訪問看護療養 9,739 8,470 1,269 15.0 訪問看護療養 7,746 6,518 1,228 18.8

合　計 3,089.0 3,255.8 -166.8 -5.1 合　計 2,850.6 3,008.7 -158.1 -5.3

入院 77.9 82.6 -4.7 -5.7 入院 75.5 79.6 -4.1 -5.2

入院外 1,619.6 1,712.1 -92.5 -5.4 入院外 1,490.0 1,579.1 -89.0 -5.6

歯科 253.0 279.4 -26.5 -9.5 歯科 231.7 255.9 -24.2 -9.4

調剤 1,129.3 1,173.4 -44.1 -3.8 調剤 1,046.4 1,087.9 -41.5 -3.8

食事・生活療養 72.6 79.1 -6.5 -8.2 食事・生活療養 69.7 75.4 -5.6 -7.5

訪問看護療養 9.2 8.3 0.9 10.8 訪問看護療養 7.0 6.3 0.8 12.3

合　計 1.53 1.58 -0.05 -3.0 合　計 1.52 1.56 -0.04 -2.4

入院 17.07 17.12 -0.05 -0.3 入院 17.40 17.50 -0.11 -0.6

入院外 1.75 1.82 -0.07 -3.8 入院外 1.69 1.74 -0.05 -2.9

歯科 1.89 1.90 -0.02 -0.8 歯科 1.87 1.88 -0.02 -0.8

調剤 1.29 1.31 -0.02 -1.8 調剤 1.26 1.28 -0.02 -1.6

食事・生活療養 46.27 45.09 1.18 2.6 食事・生活療養 47.30 46.35 0.96 2.1

訪問看護療養 9.27 8.92 0.35 3.9 訪問看護療養 9.17 8.77 0.40 4.5

合　計 20,775 19,912 863 4.3 合　計 21,065 20,165 900 4.4

入院 35,197 34,437 759 2.2 入院 33,321 32,422 899 2.8

入院外 10,062 9,585 477 5.0 入院外 10,370 9,876 494 5.0

歯科 8,327 7,850 477 6.1 歯科 7,947 7,469 478 6.4

調剤 10,780 10,577 203 1.9 調剤 11,272 11,068 204 1.9

食事・生活療養 685 685 0 0.0 食事・生活療養 681 681 0 0.1

訪問看護療養 11,415 11,428 -13 -0.1 訪問看護療養 12,022 11,875 147 1.2

※ 数値は４～３月診療分。（国民健康保険中央会医療費速報値ベース）

※ 日数 ： 調剤については調剤報酬明細書における処方箋枚数。 食事療養については入院時食事回数。

※ 受診率 ： 件数÷年間平均被保険者数×100

年間平均被保険者数（人） 年間平均被保険者数（人）

医療費
（円）

後期高齢者医療　医療費の動向について

兵庫県 全国計

令和２年度 令和元年度
対前年度

令和２年度 令和元年度
対前年度

医療費
（億円）

日数
（日）

日数
（万日）

兵庫県 全国平均

件数
（件）

件数
（万件）

対前年度

1人当たり
医療費（円）

1人当たり
医療費（円）

受診率 受診率

令和２年度 令和元年度
対前年度

1件当たり
日数（日）

1件当たり
日数（日）

1日当たり
医療費（円）

1日当たり
医療費（円）

令和元年度令和２年度
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（３）第２期データヘルス計画 

   中間評価について 
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兵庫県後期高齢者医療広域連合 

 

第２期データヘルス計画 
 
中間評価及び計画内容の見直しについて（案） 

 

 

 

 

 

 

令和３年 月 
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１. 第２期データヘルス計画の概要 
 

「兵庫県後期高齢者医療広域連合第２期データヘルス計画」（以下「計画」という。）は、被保険者

の健康の保持増進に資することを目的として構成４１市町（２９市１２町）の連携・協力のもと、平

成３０年度からを第２期と位置づけ、第２期データヘルス計画を策定しました。 

本計画は、当広域連合が効果的かつ効率的な保健事業を実施するため、健康診査等の結果や

レセプトデータ等の健康・医療情報を活用・分析して、ＰＤＣＡサイクルに沿って運用します。 

計画期間については、平成３０年度から令和５年度までの６年間となっていますが、必要に応じ

て、計画内容の見直しを行うこととなっています。 

 

 

 

 

 

【計画の期間】  
 

平成 27～29 年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

        

 

中間評価  

平成３０年度から令和２年度までの保健事業の実施状況や成果・課題等の中間

評価を行い、その結果を公表します。また、その結果を踏まえて、必要に応じて事

業見直しや新たな課題等への対応を行います。 

最終評価  
保健事業の実施状況や成果・課題等の最終評価を行い、その結果を公表します。

また、その結果を踏まえて、第３期計画を策定する予定です。 

 

 

２. 計画の中間評価及び見直しについて 
 

平成３０年度から令和2年度におけるこれまでの保健事業の実施状況や数値目標の達成状況、

課題を踏まえ、今後の方向性の検証等を行いました。 

また、令和元年改正法（医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るための健康保険法等の

一部を改正する法律（令和元年法律第９号））にて、高齢者保健事業に係る規定（高齢者の医療の

確保に関する法律第１２５条等）が令和２年４月１日に施行されることに伴い、「高齢者の保健事

業と介護予防の一体的な実施」（以下「一体的実施」という。）の取組が明確化され、広域計画等

による高齢者保健事業の実施体制の整備が求められました。 

これに伴い、当広域連合においても「兵庫県後期高齢者医療広域連合第３次広域計画」を改定

（令和２年４月）し、令和２年度から 8市１町が一体的実施の取組を開始しています。 

【第２期計画の目標】 

（1）健康診査受診率の一層の向上 （3）データ分析に基づく保健事業への着手 

（2）口腔ケア事業の拡充     （4）兵庫県下全域を対象とした保健事業の実施 

第 1期計画 

第 3期 
計画 

中間評価に活用 
（Ｈ30～Ｒ1） 

中間評価 

・見直し 

最終評価 

・点検 

 第 2期計画 
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そこで今回の中間見直しでは、一体的実施に関する事項について、計画の評価指標及び目標

値として新たに盛り込みます。 

 

 (1) 健康診査受診率の一層の向上  

    

① 健康診査事業 
 

ア．これまでの取組み(Ｐ・Ｄ) 

糖尿病等の生活習慣病やその他疾病を早期に発見し、適切な受療で重症化及び心身機能低下

を予防するとともに、被保険者の健康の保持増進・改善を図ることを目的として事業を実施しま

した。 

 

イ．中間評価等(C) 

健康診査事業 

事業評価 

評価指標 

実績値 目標値 

H２９年度 H３０年度 Ｒ１年度 Ｒ2 年度 
Ｒ3～ 

Ｒ５年度 
Ｒ４年度 

受診率 
19.90% 20.77% 20.70% 17.94% 

前年度以上 
２７.６％ 

以上 

    (20.97%) (18.27%) 

（目標値） ― 19.90%以上 20.77%以上 20.70%以上 

達成状況 ― 達成 未達成 未達成 

（人間ドック含む） 

   

後期高齢者医療健康診査受診率の目標値と実績値を比較すると、令和２年度においては2.76

ポイント実績値が低く未達成となっています。 

また、最終目標値(令和５年度)と令和２年度の実績値を比較すると、9.66 ポイントの開きとな

っています。 

 

ウ．目標実現に向けた取組み・改善(Ａ) 

受診率の実績値が低くなっているため、受診率の比較的高い市町の取組を情報提供するとと

もに、引き続き、受診勧奨対策及び未受診者対策を推進し、新型コロナウィルス感染症対策に十

分留意しながら、受診率向上に取り組みます。 

 

(2) 口腔ケア事業の拡充 

  

① 歯科健康診査事業 
 

ア．これまでの取組み(Ｐ・Ｄ) 

    口腔内の状態を知り、歯・歯肉の状態や口腔清掃状態等をチェックすることで、被保険者の健康

意識の向上及び口腔機能低下の予防を図るとともに、高齢者に多く発生する疾病予防につなげ

ることを目的として事業を実施しました。 
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イ．中間評価等（Ｃ） 

歯科健康診査事業 

事業評価 

評価指標 

実績値 目標値 

H２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 Ｒ2 年度 
Ｒ3～ 

Ｒ５年度 
Ｒ４年度 

受診者数 5,889 人 5,788 人 6,016 人 4,945 人 

前年度 

以上 
6,200 人 （目標値） ― 5,889 人以上 5,788 人以上 6,016 人以上 

達成状況 ― 未達成 達成 未達成 

  

歯科検診受診者の実績値は、令和２年度において目標値と比較すると 1，071 人低くなってお

り目標未達成となっています。 

また、最終目標値(令和５年度)と令和２年度の実績値を比較すると、1，255人の開きとなって

います。 

 

ウ．目標実現に向けた取組み・改善(Ａ) 

引き続き、受診勧奨対策及び未受診者対策等を推進し、新型コロナウィルス感染症対策に十分

留意しながら、受診者数の増加を図ります。 

 

② 訪問歯科健診、相談・指導(フレイル対策) 
 

ア．これまでの取組み(Ｐ・Ｄ) 

    訪問歯科健診又はオーラルフレイル予防の訪問相談・指導等を行い、口腔機能低下、低栄養や筋

力低下等による心身機能低下、肺炎等の感染症の予防を図ることを目的として事業を実施しまし

た。 

 

イ．中間評価等（Ｃ） 

訪問歯科健診、相談・指導（フレイル対策） 

事業評価 

評価指標 

実績値 目標値 

H２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 
Ｒ３～ 

Ｒ５年度 
Ｒ４年度 

事業を実施   

する市町数 
1 1 1 １ 

前年度以上 10 

（目標値） ― 1 市以上 1 市以上 1 市以上 

達成状況 ― 達成 達成 達成 

 

訪問歯科健診、相談・指導の実績値は、令和２年度において目標値と比較すると増減はありま

せんが、目標達成となっています。 

最終目標値(令和５年度)と令和２年度の実績値を比較すると、９市町の開きとなっています。 
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ウ．目標実現に向けた取組み・改善(Ａ) 

今後も「一体的実施」の高齢者に対する個別的な支援として、心身機能の低下の予防による取

組の増加が見込めることから、最終目標達成に向けて取組体制への支援を図るとともに、好事例

の横展開に取り組みます。 

 

(3) データ分析に基づく保健事業への着手 

  

① 重症化予防事業 
 

ア．これまでの取組み(Ｐ・Ｄ) 

    糖尿病や高血圧等の生活習慣病の重症化の恐れがある被保険者に対し、医療機関への受診勧

奨などを行い、治療につなげるとともに、人工透析への移行を防ぐなど重症化予防を目的とした

保健指導等の事業を実施しました。 

 

イ．評価（Ｃ） 

重症化予防事業 

事業評価 

評価指標 

実績値 目標値 

H２９年度 H３０年度 R１年度 R２年度 
Ｒ３～ 

R５年度 
Ｒ４年度 

事業を実施   

する市町数 
2 1 4 5 

前年度以上 10 

（目標値）   2 市以上 1 市以上 4 市以上 

達成状況 ― 未達成 達成 達成 

 

【中間事業評価等】  

重症化予防事業の実績値は、令和２年度において目標値と比較すると１市町増加しており、目

標達成となっています。   

また、最終目標値(令和５年度)と令和２年度の実績値を比較すると５市町の開きがあります。 

 

ウ．目標実現に向けた取組み・改善(Ａ) 

今後も「一体的実施」の高齢者に対する個別的な支援として、生活習慣病等の重症化予防等に

よる取組の増加が見込めることから、最終目標達成に向けて取組体制への支援を図るとともに、

構成市町ごとの地域の実情に応じた分析データの提供を推進することにより、実施市町数の増加

を図ります。 
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② 低栄養防止事業(フレイル対策) 
 

ア．これまでの取組み(Ｐ・Ｄ) 

低栄養、筋力低下等による心身機能の低下の予防、抵抗力低下に伴う肺炎等の感染症の発生

を抑制するため、高齢者の特性を踏まえた事業(専門職による立ち寄り型の相談や訪問相談・指

導等)を実施しました。 

 

イ．中間評価等（Ｃ） 

低栄養防止事業（フレイル対策） 

事業評価 

評価指標 

実績値 目標値 

H２９年度 H３０年度 R１年度  R２年度  
Ｒ３～ 

Ｒ５年度 
Ｒ４年度 

事業を実施   

する市町数 
0 0 2 ３ 

前年度以上 ５ 

（目標値）   0 市以上 0 市以上 2 市以上 

達成状況 ― 達成 達成 達成 

 

低栄養防止事業の実績値は、令和２年度において目標値と比較すると１市町高くなっており、

目標達成となっています。 

最終目標値(令和５年度)と令和２年度の実績値を比較すると、２市町の開きとなっています。 

 

ウ．目標実現に向けた取組み・改善(Ａ) 

今後も「一体的実施」の高齢者に対する個別的な支援として、心身機能の低下の予防による取

組の増加が見込めることから、最終目標達成に向けて取組体制への支援を図るとともに、構成市

町ごとの地域の実情に応じた分析データの提供を推進することにより、実施市町数の増加を図り

ます。 

 

 

(４) 兵庫県内全域を対象とした保健事業の実施 

   

① 重複・頻回受診者訪問指導 
 

ア．これまでの取組み(Ｐ・Ｄ) 

重複・頻回受診者の健康保持と疾病管理を促すため、レセプト情報により抽出した重複・頻回受

診者に対し、保健師又は看護師が個別訪問して指導・健康相談等を実施しました。 
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イ．中間評価等（Ｃ） 

重複・頻回受診者訪問指導 

事業評価 

評価指標 

実績値 目標値 

H２９年度 H３０年度 R１年度 R２年度 
Ｒ３～ 

Ｒ５年度 
Ｒ４年度 

訪問指導の    

改善割合 
12.8% 43.4% 57.1% 37.5% 

前年度以上 

(32%) 

（目標値）   12.8%以上 43.4%以上 57.1%以上 37.5% 

達成状況 ― 達成 達成 未達成   

 
※評価方法は、１クール２回の訪問を実施し、生活状況・健康状態等の改善状況を前後比較して確
認しています。 

 

訪問指導の改善割合の実績値は、令和 2年度において令和元年度よりも 19.6ポイント低くな

りましたが、目標値と比較すると、5.5 ポイント実績値が高くなっており、最終目標値（令和５年度）

を達成しています。 

 

ウ．目標実現に向けた取組み・改善(Ａ) 

今後は「一体的実施」の高齢者に対する個別的な支援としての重複・頻回受診者、重複投薬者等

への相談・指導の取組と連携をさらに推進することにより、引き続き、訪問指導の改善割合の維

持・継続を図ります。  
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(５) 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施の推進 【新規事業】 

   

75歳以上高齢者に対する保健事業を市町村が介護保険の地域支援事業等と一体的に実施

することができるよう法整備がなされ、令和２年度から高齢者の特性を踏まえた健康づくり等

を効果的かつ効率的に実施していくことが求められています。 

なお、「健康寿命延伸プラン」において、令和６年度までにすべての市町での「高齢者の保健

事業と介護予防の一体的実施」を目指すと示されていることから、構成市町及び、県、国保連

合会、職能団体等と綿密に連携・協力を図りながら、積極的に事業を推進していきます。 
 

高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施の推進 

目的及び

概要 

構成市町と連携・協力しながら、高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細かな支援を

行うため、後期高齢者の保健事業について構成市町へ委託し、市町においてハイリスク及び

ポピュレーションアプローチの両面からフレイル予防の取組を介護保険の地域支援事業や国

民健康保険の保健事業と一体的に実施します。 

事業評価 

評価指標 
実績値 目標値 

R２年度 R３～４年度 R５年度 

実施市町数 ９市町 前年度以上 ４１市町 

 

構成市町と兵庫広域の役割分担について 

構成市町

の役割  

兵庫広域から委託を受けた高齢者保健事業について、地域特性に合わせた事業内

容を含む市町における方針を定め、事業実施及び評価を行う。  

兵庫広域

の役割  

構成市町ごとの医療・健康診査・介護データ等を活用した分析データの情報を提

供するとともに、実施に係る課題や実施内容等の協議を重ね、事業の推進を支援

する。 
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（４）ジェネリック医薬品の普及啓発について 
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ジェネリック医薬品の普及・啓発について 

 

１ 背景 

 国は、患者負担の軽減や医療保険財政の改善のため、平成２５年４月「後発医薬品

のさらなる使用促進のためのロードマップ」を策定した。さらに平成２７年６月の閣

議決定において、平成２９年中にジェネリック医薬品の数量ベースのシェアを７０％

以上、平成３０～３２年度のなるべく早い時期に８０％以上を目標に後期高齢者医療

広域連合を始め、各医療保険者に普及啓発を推進するよう要請しており、この８０％

目標の達成時期については、「経済財政運営と改革の基本方針 2019～『令和』新時代：

「Society5.0」への挑戦～」において、２０２０年（令和２年）９月までの実現に向

け取り組むとされた。 

 また、令和３年４月２７日の経済財政諮問会議の経済・財政一体改革推進委員会  

「社会保障ワーキンググループ」では、新たな目標について「2023年度末までに後発

医薬品の数量シェアを全ての都道府県で 80％以上」とすると示されたところである。 

 

２ 趣旨・目的 

 ジェネリック医薬品に関する正しい知識の普及と認知向上を図ることは、保険財政

の負担軽減及び被保険者の窓口負担の軽減の観点から有効であると考えられるため、

当広域連合においても普及啓発を実施している。 

 

３ 令和３年度における取り組み 

（１）ミニパンフレットによる普及・啓発 

後期高齢者医療制度のミニパンフレットにジェネリック医薬品の説明を記載し、

全被保険者に保険証と一緒に送付する。 

   発送時期 令和３年７月、及び毎月の被保険者証の発送時 

   対象者数 約 ９９６，０００人 

 

（２）ジェネリック医薬品差額通知の送付 

使用実績が多いジェネリック医薬品に切り替え可能な先発薬を利用している被

保険者を通知対象とし、差額通知を送付する。 

 発送時期 令和３年６月、令和３年１１月 

 対象者数 令和３年６月：３９，５８６人、１１月：約４０，０００人の予定 
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４ ジェネリック医薬品差額通知者に対する効果について 

（１）通知対象者 

令和２年３月診療分データを基準とし、主に生活習慣病や長期服用が考えられる医

薬品を処方されている人のうち、月当たりの自己負担額の差額が３２０円以上軽減さ

れる可能性のある被保険者を対象として令和２年６月１６日に３８，３９７人に差額

通知書を発送した。 

 

（２）第 1回目 効果額 

令和２年６月から１０月までのレセプトを対象に、通知対象者（３８，４４７人）

のうち、３月に処方された先発医薬品から、後発医薬品に切り替えた被保険者を抽出

し、実際に処方された数量に処方された先発医薬品と後発医薬品の差額を乗じて、医

療費削減額（保険者負担相当額）を計算した。また、切替者数としては、１医薬品で

も先発医薬品から後発医薬品に切り替えた被保険者を１として、計算を行った（１人

の被保険者が複数の切替を行ったとしても１人として計算）。 

 

（３）費用対効果 

第１回目の通知に要した費用が、約４５０万円で、切り替えた方の直近の６月～

１０月までの合計の医療費削減額（保険者負担相当額）としては、約３，４４５万

円が見込まれ、その差し引き額として、直近５か月分で約２，９９５万円の効果が

あったと考えられる。 

 

５ ジェネリック医薬品の数量ベースのシェアの推移 

 平成３１年２月 令和２年２月 令和３年２月 

全国（全年齢） ７７．５％ ８０．３％ ８２．１％ 

兵庫広域 ７４．５％ ７７．３％ ７９．５％ 
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（参考） 

 

 

令和２年度 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 合計 

効果額（円） 4,356,587 6,235,526 6,615,446 8,911,313 8,326,968 34,445,840 

切替者数（人） 1,965 3,324 4,175 4,890 5,531 5,531 

切替率（％） 5.1 8.6 10.9 12.7 14.4 14.4 

※効 果 額：保険者負担相当額 

※切替者数：合計欄は、令和 2 年 6 月～10 月の間に一度でも切り替えたことがある人の実数 

※切替率：切替者数／通知対象者数（38,447 人） 

 

（参考）ジェネリック医薬品利用差額通知書発送状況 
 

1回目 2回目 

年度 発送月 対象者 自己負担軽減額 発送月 対象者 自己負担軽減額 

平成 28年度 6月 43,323人 230円以上 11月 38,320人 170円以上 

平成 29年度 6月 42,557人 220円以上 11月 37,914人 280円以上 

平成 30年度 6月 41,818人 200円以上 11月 36,910人 200円以上 

令和元年度 6月 40,036人 320円以上 11月 33,344人 350円以上 

令和２年度 6月 38,397人 320円以上 11月 30,386人 390円以上 

令和３年度 6月 39,529人 320円以上 11月 40,000人 未定 
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（５）重複頻回受診者訪問指導業務について 
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重複・頻回受診者訪問指導業務について 

 

 

1 目的 

重複・頻回受診傾向にある被保険者及びその家族に対して、保健師または  

１年以上の実務経験を有する看護師が訪問し、療養上の日常生活指導及び受診に

関する指導並びに服薬指導等を行うことにより、被保険者の適正な受診を促し、

もって被保険者の傷病の早期治癒及び健康の保持増進を図るとともに、医療費の

適正化を図ることを目的とする。 

 

２ 訪問指導対象者及び実施方法等 

兵庫県内の後期高齢者医療の被保険者のうち、重複・頻回受診者をレセプト情

報等において、一定の条件を指定し、訪問指導候補者を抽出する。 

 

（１）対象者 

・重複受診者 

    ３か月連続して同一疾病で医療機関を３カ所以上受診している者 

  ・頻回受診者 

    ３か月連続して同一医療機関で受診が１５回以上である者 

    

（２）対象者数 

選定者１人について、原則２回の訪問指導を行う。令和３年度においては、

約２５０人に訪問指導を行う予定。 

 

（３）訪問指導予定時期 

 １回目１０月～１１月頃、２回目１１月～１２月頃 

 

（４）実施方法 

一般競争入札にて専門事業者へ委託し実施している。訪問指導候補者を抽出

し、その中から被保険者の意向を確認した上で訪問対象者を選定する。 

１人の被保険者につき、原則として２回の訪問指導を行う。委託事業者は、

訪問指導を行った被保険者について、訪問指導票及び訪問指導報告書を作成。 
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（１）　訪問指導の対象者

➀　対象人数 ➁　年齢

（２）　訪問指導の状況

➀　要因となる主な疾病 ②　生活（居住）の状況

人数　（人）

5

15

4

24

③　指導・相談の内容及び改善の状況

7

10

3

7

6

5

1

2

1

1

　改善した　（改善の見通しあり）

　改善なし　（改善の可能性は低い）

　改善した　（改善の見通しあり）

　改善なし　（改善の可能性は低い）

　改善した　（改善の見通しあり）
　その他

　重複受診・頻回受診・
多受診ほか

　重複・多剤・残薬・
ジェネリック医薬品ほか

　生活習慣
（食事・栄養・運動・身体活動等）

　介護状況・介護予防ほか

　転倒・骨折・運動機能等

　　　人数  （人）

6

7

合計 24

年齢

７５歳以下

７６～８０歳

８１～８５歳

８６～９２歳

9

2

　改善なし　（改善の可能性は低い）

指導・相談の主な内容 　　　　　改善の状況　　（複数回答）　　（人）

　改善した　（改善の見通しあり）

　　筋骨格系及び結合組織の疾患

　　炎症性多発性関節障害

　　脊椎障害（脊椎症を含む）

　　関節症

　　腰痛症及び坐骨神経痛

　改善なし　（改善の可能性は低い）

　改善した　（改善の見通しあり）

　改善なし　（改善の可能性は低い）

　受診関係

　服薬関係

　疾病の重症化予防

　介護関係

分類

　　内分泌，栄養及び代謝疾患

　　循環器系の疾患

区分

対象者

訪問指導実施

訪問辞退

連絡先不明等 31

　　人数  （人）

92

24

37

疾病名

　　糖尿病

　　虚血性疾患

　　高血圧性疾患

　　脳梗塞

単身世帯（独居）

区分

夫婦世帯

家族と同居等

合計

３ 令和２年度訪問指導事業の報告 
 

令和２年３月診療分から同年５月診療分までの３か月のレセプト情報を基に、重複・頻回受診

者の要件を満たす対象者について、兵庫県全域（４１市町）を対象に訪問指導候補者を９２名抽

出。被保険者の意向を電話で確認した上で、令和２年１１月～令和２年１２月に、重複・頻回受

診者２４名に訪問指導および電話指導を実施した。 
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（６）令和２年度健康診査・特定健診実績 

   について 
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 健康診査
対象者数

（人）
　　　　Ａ

 健診受診
者数
（人）

　　　　　Ｂ

受診率
（％）

　　Ｃ＝Ｂ／Ａ

 歯科健康診査
対象者数

（人）
　　　　Ｄ

 歯科健康診査
受診者数

（人）
　　　　　Ｅ

受診率
（％）

　　Ｆ＝Ｅ／Ｄ

1 神戸市 137,758       12,749        9.25% 15,918 1,201 7.54%

2 姫路市 67,545        22,063        32.66% 67,545 17 0.03%

3 尼崎市 60,240        7,172          11.91% 60,240 235 0.39%

4 明石市 39,343        3,237          8.23% 39,837 86 0.22%

5 西宮市 54,118        19,843        36.67% 7,786 909 11.67%

6 洲本市 7,497          1,042          13.90% 942 114 12.10%

7 芦屋市 13,520        4,326          32.00% 13,763 23 0.17%

8 伊丹市 25,833        5,868          22.72% 25,833 35 0.14%

9 相生市 5,138          932            18.14% 5,138 45 0.88%

10 豊岡市 14,517        590            4.06% 0 0 ―

11 加古川市 12,239        1,892          15.46% 5,310 431 8.12%

12 赤穂市 7,504          1,191          15.87% 7,504 16 0.21%

13 西脇市 6,856          1,043          15.21% 6,856 285 4.16%

14 宝塚市 33,242        9,303          27.99% 0 0 ―

15 三木市 12,365        1,560          12.62% 12,365 246 1.99%

16 高砂市 12,030        1,408          11.70% 1,902 111 5.84%

17 川西市 25,869        4,258          16.46% 25,869 58 0.22%

18 小野市 6,330          653            10.32% 6,330 8 0.13%

19 三田市 11,877        1,991          16.76% 1,647 89 5.40%

20 加西市 6,878          1,388          20.18% 6,878 29 0.42%

21 丹波篠山市 7,228          729            10.09% 0 0 ―

22 養父市 4,660          780            16.74% 4,660 49 1.05%

23 丹波市 11,463        1,006          8.78% 1,349 234 17.35%

24 南あわじ市 8,141          1,329          16.32% 0 0 ―

25 朝来市 5,256          1,047          19.92% 373 84 22.52%

26 淡路市 8,126          936            11.52% 8,126 32 0.39%

27 宍粟市 6,211          1,369          22.04% 6,211 29 0.47%

28 加東市 3,360          686            20.42% 3,360 33 0.98%

29 たつの市 11,009        1,867          16.96% 11,009 42 0.38%

30 猪名川町 3,855          1,443          37.43% 3,855 34 0.88%

31 多可町 3,915          461            11.78% 475 65 13.68%

32 稲美町 1,913          256            13.38% 679 121 17.82%

33 播磨町 2,087          263            12.60% 4,427 147 3.32%

34 市川町 2,234          486            21.75% 2,234 11 0.49%

35 福崎町 2,744          478            17.42% 2,744 14 0.51%

36 神河町 2,236          416            18.60% 2,236 6 0.27%

37 太子町 4,007          535            13.35% 3,890 23 0.59%

38 上郡町 2,642          407            15.40% 2,642 32 1.21%

39 佐用町 3,575          340            9.51% 0 0 ―

40 香美町 3,526          718            20.36% 3,526 37 1.05%

41 新温泉町 1,695          437            25.78% 1,695 14 0.83%

660,582 118,498 17.94% 375,154       4,945          1.32%

※　数値は、令和３年６月現在

令和２年度　健康診査及び歯科健康診査　実績　（各市町）

市町

健康診査  歯科健康診査

市町合計
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（７）保健事業と介護予防の一体的な実施 

   について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 33 -



令和３年度高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施について 

 

高齢者の保健事業と介護予防等との一体的な実施を効果的かつ効率的に進めるため、広

域連合においては、域内の構成市町と十分に協議した上で、広域計画に構成市町との連携

に関する事項を定め、当該広域計画に基づき、高齢者の医療の確保に関する法律第 125 条

の２第１項の規定により広域連合が市町に高齢者保健事業の一部を委託し、委託を受けた

市町は次の医療専門職を配置して交付要件に沿って行うものとし、広域連合が市町に交付

する委託事業費により支援します。  

事業実施においては、後期高齢者の保健事業全体のコーディネートやデータ分析、通い

の場への積極的な関与などを推進するため、医療専門職を配置し、個別のアプローチに加

え、通いの場等で健康相談等を実施することが求められています。この医療専門職の配置

にかかる費用（人件費・その他経費）は、広域連合が市町へ交付し、その財源には特別調

整交付金（３分の２）と保険料（３分の１）が充てられます。  

 

（※１）令和３年度より日常生活圏域の数に応じて、配置できる人数が変更となりました。  

（※２）令和３年度より交付基準額を圏域ごとから市町村毎に変更となりました。  

                         
                 

               
                     

                    
                        
                          

                          
         

              
               

                               
          

                
                

                       
    

                       
                   

                        
       

            

                        
                         
                 
                     
                         
   

                     
            

                          
   
                         
                       
                          
    

                

                        
                          

                  
                              

        

       
   

  
  
  

   
  

  
  

    
   
    

       

              
                           

                   

           
                

                                     
                                      
                                   

        
      

（※１） 

（※２） 
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【兵庫県における取組状況】 

兵庫県において、令和２年度に当広域連合と委託契約を締結して一体的実施に取り組む市

町は、神戸市、洲本市、相生市、豊岡市、西脇市、南あわじ市、淡路市、たつの市及び香美

町の８市１町でしたが、令和３年度に当広域連合と委託契約を締結して一体的実施に取り組

む市町は、別紙のとおり 23 市４町になります。 

 

   

（企画・調整を担当する医療専門職）  

 ・市町において、ＫＤＢシステムを活用し医療レセプト・健診（後期高齢者の質問票の回

答を含む。）・介護レセプトのデータ等の分析を行い、一体的実施の事業対象者の抽

出、地域の健康課題の把握、事業の企画・調整・分析・評価等を行う保健師等の医療専

門職を配置します。上記の業務を実施するため、年間を通じて当該業務に従事する医療

専門職の配置に必要な費用（人件費）として、委託事業を実施する市町村毎に交付基準

額５，８００千円（交付基準額に満たない額の場合はその額）を上限（国：特別調整交

付金３分の２、広域連合：保険料財源３分の１）として交付します。  

  なお、令和３年度から委託事業を実施する市町の日常生活圏域数に応じて、配置できる

人数が変更となりました。  

 

（地域を担当する医療専門職）  

・市町内の各地域（日常生活圏域（介護保険法第 117 条第２項第１号に規定により当該市

町が定める区域）において、通いの場等への積極的な関与や個別訪問等の支援を行う医

療専門職（保健師、管理栄養士、歯科衛生士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士

等）を配置します。 

上記の業務を各市町内の各地域において年間を通じて適切に実施するため、当該業務に

従事する医療専門職の配置等に必要な費用として、次のア及びイのとおり交付します。  

ア 人件費 

委託事業を実際に実施する日常生活圏域数に交付基準額３，５００千円を乗じた額

を上限（国：特別調整交付金３分の２、広域連合：保険料財源３分の１）として交付

します。（交付基準額に満たない額の場合はその額）  

※ 同一の医療専門職が複数の日常生活圏域の事務に従事することは差し支えない。

この場合、人件費に係る交付額は、１人あたり３，５００千円を上限として、実際の

配置に基づき要した費用をもとに算定します。  

イ その他経費 

委託事業を実際に実施する日常生活圏域毎に、旅費、需用費、役務費、使用料及び賃

借料、物品購入費等として、交付基準額５００千円（交付基準額に満たない額の場合は

その額）を上限（国：特別調整交付金３分の２、広域連合：保険料財源３分の１）とし

て交付します。 
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≪高齢者に対する個別的支援≫  ※次のア～ウのいずれか一つを実施  

医療専門職が、ＫＤＢシステムを活用し、低栄養防止・重症化予防等を行うための訪問相談、

適正受診等の促進のための訪問指導、健康状態が不明な高齢者等に対するアウトリーチ支援等

を実施する必要があります。 

ア 低栄養防止・生活習慣病等の重症化予防の取組 

（a）栄養・口腔・服薬に関わる相談・指導  

（b）生活習慣病等の重症化予防に関わる相談・指導  

イ 重複・頻回受診者、重複投薬者等への相談・指導の取組  

ウ 健康状態が不明な高齢者の状態把握、必要なサービスへの接続  
  

 

≪通いの場等への積極的な関与≫ 

通いの場等において、ＫＤＢシステム等により把握した地域の健康課題をもとに、医療専

門職が次のア又はイのいずれか又は両方を実施し、地域の実情に応じてウを実施する必要があ

ります。また、アからウまでの取組をもとに必要に応じてエを実施する必要があります。  

ア 通いの場等において、フレイル予防の普及啓発活動や運動・栄養・口腔等のフレイル予防

などの健康教育・健康相談。 

イ 通いの場等において、後期高齢者の質問票を活用するなど、フレイル状態にある高齢者を

把握し、保健指導や生活機能向上に向けた支援。  

  また、状況に応じて、体力測定を実施し、参加した高齢者の全身状態の把握。  

ウ 地域の実情に応じて、高齢者の健康に関する相談や不安などについて日常的に気軽に相談

が行える環境づくり。  

エ アからウまでの取組において把握された高齢者の状況に応じて、健診・医療の受診勧奨や

介護サービス等の利用勧奨。  
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令
和
３
年
度
　
高
齢
者
の
保
健
事
業
と
介
護
予
防
等
の
一
体
的
　
取
組
状
況

神 戸 市

姫 路 市

尼 崎 市

明 石 市

洲 本 市

芦 屋 市

伊 丹 市

相 生 市

豊 岡 市

加 古 川 市

た つ の 市

赤 穂 市

西 脇 市

高 砂 市

小 野 市

加 西 市

丹 波 篠 山 市

養 父 市

丹 波 市

南 あ わ じ 市

淡 路 市

宍 粟 市

加 東 市

多 可 町

播 磨 町

太 子 町

香 美 町

低
栄
養

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

口
腔
機
能

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

服
薬

重
症
化
（
糖
尿
病
性
腎
症
）

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

重
症
化
（
生
活
習
慣
病
）

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

別
紙

（
令
和
３
年
８
月
現
在
）

高
齢
者
に
対
す
る
個
別
的
支
援

シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
セ
ン
タ
ー
（
イ
ベ
ン
ト
等
）
及
び
そ
の
他

（
健
診
会
場
・
出
前
講
座
・
高
齢
者
セ
ミ
ナ
ー
・
高
齢
者
大
学
・

相
談
会
、
サ
ポ
ー
タ
ー
育
成
）

ア
低
栄
養
防
止
・
重

症
化
予
防
の
取
組

（
a
）
栄
養
・
口
腔
・
服
薬
に

関
わ
る
相
談
・
指
導

（
b
）
生
活
習
慣
病
等
の
重

症
化
予
防
に
関
わ
る
相

談
・
指
導

通
い
の
場
等

（
い
き
い
き
百
歳
体
操
・
ふ
れ
あ
い
サ
ロ
ン
）

そ
の
他

通
い
の
場
等
へ
の
積
極
的
な
関
与

（
ポ
ピ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
ア
プ
ロ
ー
チ
）

ウ
健
康
状
態
が
不
明
な
高
齢
者
の
状
態
把
握
、
必

要
な
サ
ー
ビ
ス
へ
の
接
続

イ
重
複
・
頻
回
受
診
者
、
重
複
投
薬
者
等
へ
の
相
談
・

指
導
の
取
組
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